
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　令和２年度においては、チェック項目数を課税に影響を及ぼす必要最小限の項目に削減させるとともに、チェックを担
当する職員数を増加させることで、第４四半期における時間外勤務時間数の平準化を図る。

・年度末における台帳異動処理のチェック作業が経験年数の
長い職員に集中してしまい、第４四半期の時間外勤務時間数
に係員間で偏りが見られた。

・土地の地目変更等の異動に応じて、その土地の条件を考慮
　しながら適正な価格を決定する。
・委託業務（固定資産評価システム・地図情報システム）
・評価替えに向けて、標準宅地の不動産鑑定を行う。また、
　地価下落に伴う時点修正の不動産鑑定を行い、価格変動を
　把握し適正な価格に修正する。

　適正な台帳処理及び不動産鑑定評価により令和２年度課税
に向けて準備を進めることができた。

・法務局からの通知等に基づき、課税台帳の異動処理を実施
・土地区画整理事業の事業者に対して、使用収益開始時に通
　知を求める文書を送付
・土地の利用状況を確認するため、現況調査を実施
・不動産鑑定評価業務委託の契約締結
・時点修正（7月1日時点）及び次回評価替えに向けた本鑑定
　（2020年1月1日）の実施

・登記済通知書に基づき約19,200件、農地転用資料に基づき
　約2,200件の台帳異動処理を行った。
・島名・福田坪地区及び上河原崎・中西地区の使用収益開始
　に伴いみなす　課税台帳を整備した。
・現況調査（約500件）により課税地目の確認を行った。
・不動産鑑定評価業務委託の契約締結を行った。
・不動産鑑定評価の結果に基づき、時点修正および次回評価
　替えに向けた本鑑定を行った。

継続

土地に係る事務

一部委託

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　土地の利用状況に応じて評価を行い、固定資産税の課税標
準額の基礎となる価格を決定する。
　評価替え（３年毎）において活用する標準宅地の不動産鑑
定及び時点修正（毎年）を実施する。

異動処理を行うべき件数のうち、実際に処理を行った件数の割合

土地異動処理

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証
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活動指標

財務部資産税課

土地係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

     111,184      146,373

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         6.35          6.35

     1,590.00        838.00

有 有

      48,759       45,135

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      62,425      101,238            0            0

      62,425      101,238            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・納税義務者の管理を的確に行い、正しい課税（納税通知の
　発送）を行う。
・固定資産税及び都市計画税の事務について、必要な調査・
　企画・連絡等の事務を行うとともに各種研修に参加する。

　死亡者に対する課税を回避すると共に、適正な課税を行う
ことができた。
　歳入を確保することができた。

・相続人代表者指定届の提出通知の発送
・相続人調査
・連帯納税義務者の特定
・納税通知書の発送
・課内研修や国・県主催の研修会・勉強会への参加

・令和２年度課税に向けて相続人代表者指定届の提出依頼通
　知及び相続人代表者の設定を行った。（市内に住所又は本
　籍がある死亡者のうち、固定資産を有する765人中763人（
　99.7％）の相続人代表者を設定）
・納税通知書86,307通の発送を行った。
・各種研修会・勉強会へ計20人参加した。

継続

固定資産税の賦課に係る共通事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

        99.1

         0.0

        95.2

         0.0

        99.5

         0.0

        98.9

         0.0

        99.5

         0.0

        99.7

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　適正な課税を行うことにより、課税に対する信頼を向上さ
せる。
　関係機関と連絡調整を行うとともに、適切な課税を行う上
で、担当職員の知識・資質を向上させる。
　市税の歳入確保を図る。

市内に住所又は本籍を有する死亡者のうち、固定資産を所有する者について相続人代表者を設定した割合

死亡者課税回避率

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

        95.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

130

活動指標

財務部資産税課

賦課係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      41,420       31,579

維持

4

5

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

当初の計画を上回る進捗で事業を実施することができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         3.70          2.70

       296.00        254.00

有 有

      26,846       18,940

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      14,574       12,639            0            0

      14,574       12,639            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　下水道整備課との調整、連絡の頻度を増やすことで、賦課地の早期確定に努める。

　新規賦課区域の確定時期が遅れる傾向にあるため、他の業
務と事務処理の時期が重複し、年度末における事務処理量の
増大を引き起こしている。

・市街化調整区域内にあっては下水道整備課より、下水道供
　用開始図面・区域外流入データ・受益者負担金データ等の
　情報を得て、精査し次年度賦課対象区域を選定する。賦課
　データは固定資産税課税システムに入力するとともに、地
　図情報システムに反映させその後の管理事務に活用する。

　令和元年度新規賦課区域について検証を行った結果、適正
に課税されていることを確認できた。
　令和２年度の新規課税について準備を進めることができ
た。

・下水道供用開始区域の告示文書及び図面を確認し、面整備
　の区域を把握
・下水道処理区域外流入データを確認し、点整備の土地を把
　握
・都市計画税の賦課状況を地図情報システム上に表示
・受益者負担金データを確認し、前年度の作業を検証
・個別案件については、下水道整備課と連絡を取り賦課地を
　把握

・供用開始告示文書、図面及びデータを入手し、面整備と点
　整備を合わせて翌年度に新規賦課となる土地について、約
　700筆の台帳処理を行った。
・新規賦課地を地図情報システム上に表示した。
・受益者負担金の確定データを確認し、前年度に実施した作
　業を検証した。
・枝管等の整備に伴うエリアの拡大部分については、下水道
　整備課との連絡頻度を高めることで適正に把握した。

継続

都市計画税の賦課に関する事務

一部委託

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　都市計画法に基づいて行う都市計画事業または土地区画整
理法に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てる
ため、対象区域内の土地及び家屋に対し、当該土地または家
屋の所有者へ適正に賦課する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

131

財務部資産税課

土地係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

         706          679

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.10          0.10

         0.00          0.00

無 無

         706          679

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　評価計算、検算、確定といった一連の業務を各調査班がそれぞれ実施したことで、効率が悪く多くの時間を費やしてし
まった。令和２年度においては、上記の作業の内、検算と確定に係る業務を班単位ではなく一括して行う専属の担当者を
定めることで、業務の効率化を推進し、時間外勤務時間数を70時間程度削減させる。

・前年度と比較すると、課内４係の中で唯一、時間外勤務時
間数の増加が見られた。

・建築確認申請概要書及び市内巡回確認により家屋調査台帳
　を作成し、完成した家屋の調査を実施する。

　2,065棟の家屋について、家屋課税台帳の登録を行い登録
することにより、財源を確保した。
　評価要領に基づき､2,065棟の内、1,396棟を比準による評
価を実施した。

・新増築家屋に対する調査の実施
・申請に基づく現況調査の実施
・登記済通知書による家屋台帳の異動処理
・滅失家屋の確認
・令和３基準年度比準評価に向けた部分別計算データ作成

・新築家屋2,072棟に対し、2,065棟の調査を実施した。
（調査率は99.7％）
・申請に基づき調査を実施し，証明書を交付した。
（交付件数は139件）
・登記済通知書に基づき台帳処理を実施した。
（処理件数は3,107件）
・建築リサイクル法の届出を基に滅失を確認した。
・比準評価の家屋（162棟）を部分別で再計算した。

継続

家屋に係る事務

一部委託

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

        99.6

         0.0

        99.9

         0.0

        99.9

         0.0

       100.0

         0.0

        99.6

         0.0

        99.7

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　家屋一棟ごとに家屋評価を実施し、固定資産税の課税標準
とすべき価格を決定する。
　決定した家屋の価格を家屋課税台帳（地方税法第381条第
３、４項）に登録し課税する。

新築家屋のうち、調査を実施した家屋の割合

新築家屋調査率

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        96.0

         0.0

        96.0

         0.0

        96.0

         0.0

        97.0

         0.0

        97.0

         0.0

        97.0

         0.0

        97.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

132

活動指標

財務部資産税課

家屋係

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      60,117       63,345

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         7.55          8.05

       420.00        495.00

有 有

      54,324       55,823

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       5,793        7,522            0            0

       5,793        7,522            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　未申告事業所をなくすため、申告の指導及び催告、実地調査、広報活動を通して、償却資産の認知度を向上させる。ま
た、提出期限内の申告を促していく。

　広報活動等を通じて、償却資産申告の認知度を更に向上さ
せる必要がある。

・償却資産については、土地・家屋と異なり、納税義務者か
　らの申告による課税となっているため、申告書が課税事務
　における基礎資料となることから、実地調査により申告が
　漏れなく確実に行われているか、申告内容が正確であるか
　を確認する。
・未申告事業所については、申告の催告依頼や申告指導等を
　行う。

　実地調査及び未申告事業所への申告指導等を行ったことで
税負担の公平性の確保が図られた。

実地調査の実施
・昨年まで実施した調査区での未調査事業所(継続）
・TX沿線地区周辺の新規事業所
・大型ショッピングセンター内の未調査事業所
未申告事業所への申告指導
・催告通知及び電話での申告依頼
税理士会及び新規事業者に対して、償却資産申告チラシを配
布

実地調査の実施　【依頼件数】347件　【実施件数】218件
・昨年まで実施した調査区での未調査事業所
・TX沿線地区周辺の新規事業所
・大型ショッピングセンター内の未調査事業所
未申告事業所への申告指導
【指導件数】291件　【申告件数】227件
税理士会及び新規事業者に対して、償却資産申告チラシを配
布　【チラシ配布枚数】2,013枚

継続

償却資産に係る事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

       189.0

         0.0

       274.0

         0.0

       181.0

         0.0

       198.0

         0.0

       226.0

         0.0

       218.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　償却資産を所有している事業所等に対し、実地調査や申告
の催告依頼等を行い適正・公平な課税を行う。

償却資産を所有する事業者に対して、立入調査及び書類調査を実施する件数

償却資産調査事業所

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

       200.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       200.0

         0.0

       200.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

133

活動指標

財務部資産税課

償却資産係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      22,390       22,616

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.70          2.70

       439.00        294.00

有 有

      20,144       19,039

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,246        3,577            0            0

       2,246        3,577            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・固定資産課税台帳及び固定資産補充課税台帳に登録された
　証明書の交付を行う。

　証明書を交付することで、市民ニーズに対応し、サービス
の向上が図られた。

・窓口申請を受付し、証明書を交付
・郵送申請を収受し、証明書を発行し送付

・窓口及び郵送により固定資産評価証明等の申請を受付して
　約19,000件の証明書を交付した。
・個人及び様々な機関からの申請に対して、正確かつ適正に
　証明書を交付することができた。
・１月１日以降に異動があったものについても、迅速に処理
　し交付することができた。

継続

固定資産税証明事務

職員のみ

01-020202-11 資産税賦課に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

    11,618.0

         0.0

    12,000.0

         0.0

    19,000.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方税法

　固定資産課税台帳及び固定資産補充課税台帳に記載されて
いる事項について正確・迅速かつ効率的に証明を発行する。

固定資産評価・公課証明、固定資産課税台帳記載事項証明等の原簿台帳に基づく証明を発行した件数

固定資産税証明発行件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

134

活動指標

財務部資産税課

土地係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      14,820       14,245

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.10          2.10

         0.00          0.00

有 有

      14,820       14,245

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

－

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


